













































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































②　山東省法院 23.5 ％ 22.4％
③　佛山市法院  4.64％ 4.71％
　①②は〔附帯民事審結案件数〕、③は〔審理附帯民事訴訟案件数量〕、②は山東省
のすべての法院で結審した案件数、①は北京第一中級人民法院の刑事一部において
結審した案件数となっている。
（456）
44
　しかし①②③は、余りにも差が大きすぎ、統計に疑問がある。
　また上記《調査報告》は、③のうち訴訟代理人として律師を付けたのは23.5％で
あるとし、「附帯民事訴訟の被告は一般には指定弁護人が付けられているが、弁護
人は附帯民事訴訟には何ら責任がなく、彼らは刑事案件の手続きが済めばさっさと
帰ってしまう。総じて、附帯民事訴訟の原被告の訴訟遂行能力が低い」と述べる。
　本文９と註（48）によると、自訴は全刑事事件の約40％を占めると述べる。自訴
は必ず附帯民事訴訟を伴うので、この自訴率40％と上記①②③とを比較分析しなけ
ればならないが、資料不足のため割愛する。
12．まとめ
１、中国では費用の点で弁護士を訴訟代理人にできない民事訴訟が圧倒的
に多いため、本制度の廃止論に係わらず、被害者にとって便利・迅
速・安価の民事訴訟として、この制度を存続させることが妥当であると
考える。
２、しかし、次のようにいくつかの難点を早急に解決する必要がある。
１．刑事附帯民事訴訟の訴訟費用を有料化し、法律援助を積極的に活用
させ、律師を訴訟代理人につけさせ、もって訴訟進行の合理化を図
る。
２．賠償の範囲として、慰謝料を含め、一般の不法行為の賠償項目と同
一にする。
３．執行を確保するため、民事訴訟提起前に、無担保の財産保全を積極
的に許可する。
４．調停や和解を積極的に進め、賠償の現実の支払いを刑事処罰の情状
酌量の一つにする。
５．交通事故による刑事附帯民事訴訟の場合は、保険会社を共同被告に
し、もって判決後の賠償＝保険金支払いを確実にする。
（455）
